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中国の情報通信インフラストラクチヤと外国企業のビジネス戦略（飯島）
万kmの整備を行うことになっている。こうして整備される光ファイバーケー
ブルの主要ルートを示したものが図３である。
なお，日本の円借款により建設された，中国最長規模の光ケーブル敷設で
ある，北京～藩陽～ハルピンルート（全長4,709km）は，1993年９月に着工，
僅か80日で完成させている。
また，光ファイバーは国内の伝送路だけでなく，衛星通信とともに，海底
ケーブルとして海外との伝送路にも利用されている。中国と日本を結ぶ海底
ケーブルは1976年に同軸ケーブルとして敷設（480回線）されていたが，１９９３
年12月新たに宮崎と中国の南江を結ぶ,回線容量7,560回線(64Ｋbps）の「日
中海底光ケーブル」が運用を開始した。
２．４．３マイクロ波
中国は国士が広大なため，地形を考慮しなくても，一度の設備投資で多数
で広域な回線を確保できる，マイクロ波通信と衛星通信の無線伝送方式にも
力を注いでいる。マイクロ波伝送路は，1993年末現在６万4,368kｍ（対前年比
18.3％増）で，その内，ディジタル・マイクロ波伝送路は３万6,974kｍ（対前
年比41.7％）である。北京～上海間のマイクロ波伝送路は1990年に稼働した。
２．４．４衛星通信
1974年前半には北京と上海に衛星通信地上局が設置され，更に1986年には
北京，ラサ（チベットの首都)，ウルムチ，広州を結ぶ国内衛星通信網が完成
した。
衛星通信は，広大な国士を持つ中国に最も適した伝送方式の一つであり，
1984年から1990年末までに，５つの実用通信衛星を自前のロケットで打ち上
げ，通信網を構築している。
これにより，1986年までに，北京，上海，広州，フフホト，ウルムチ，ラ
サの６都市に地上局を設置し,さらに,1993年までに14局の地上局を建設した。
また，小型地球局（ＶＳＡＴ）を利用した衛星通信ネットワークの構築も
急ピッチで進められている。現在，中国全土で稼働中のＶＳＡＴは３千局以上
に達しており，2000年には１万局を超えると予想されている。
－１３－
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国際衛星通信では，北京に３局，上海に１局の地球局が設置されている。
北京のうち２局及び上海の１局は，太平洋上のインテルサット衛星を使って
運用されており，運用開始の最も早いものは1973年からである。また，北京
の残り１局は，1981年からインド洋上のインテルサットを用いてサービスを
提供している。
、外国の情報通信企業の進出状況
情報通信事業はインフラ事業であり，一般的にはこれを他国に頼ると国の
根幹を牛耳られる可能性があり，‘情報通信事業を外国企業に委ねることは危
険である。中国でも情報通信事業への外国企業の進出は出来なかった。しか
し，急速な経済発展のためインフラ整備の必要性に迫られたこと，‘情報通信
技術の急速な技術革新に追従していく必要が出てきたことなどの理由により，
徐々に開放し始めている。
先に述べたように中国郵電部の役割は行政にシフトし，事業は地方郵電部
へ権限を委譲している。このため，外国の情報通信企業はこれまでのように
国家計画委員会や郵電部だけでなく，地方郵電管理局と結び付くようになっ
てきている。表６は近年，借款によって情報通信機器の提供を行った国と中
国の都市との関係を示したもので，近年こうした外国の1情報通信企業と地方
都市のとの契約が急速に増えている。
表６借款によって機器提供をした国と中国の都市
（参考文献(１，のデータより作表）
－１４－
国 援助している省
カナダ 江西省，河北省，映西省，山西省
スペイン 湖北省，漸江省，山西省
スウェーデン 広東省，遼寧省
ドイツ 山東省
フィンランド 福建省
フランス 北京市
イタリア 上海市
オーストラリア 漸江省，寧波市
中国の情報通信インフラストラクチャと外国企業のビジネス戦略（飯島）
１．欧米企業の進出
日中友好条約に基づき，日本企業はいち早く，中国の1情報通信事業の支援
を行い，市場占有率では大きく他国を引き離していた。しかし，こうした外
国企業の積極的な進出により，図４に示すように，９１年度末に約40％あった
日本企業の市場占有率が，９２年度末には約20％程度まで低下している。特に
アルカテル系の上海ベルの工場の操業がフル稼働になり大幅にシェアを延ば
している。
図41991年度，1992年度の情報通信の市場占有率
（参考文献(12)のデータより作図）
司
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中国で電話交換機を生産している外資系企業（参考文献(13)より）図５
－１５－
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また，図５は，中国国内で電話交換機を生産している外資系企業を示してい
る。改革開放が進んでいる上海市に多くの企業が集まってきている。しかし，
進出の容易さではなく，長期戦略に基づく工場立地もある。例えば，ＮＥＣ
は北京市の西１時間ほどのところに半導体工場を持っており，現在は行って
いないが，将来，ここから天津市の交換機工場へ部品供給する計画を持って
いる。また，ＡＴ＆Ｔは青島の他，四川省にも交換機工場を持っている。こ
れは中国全土への供給を考えたとき，物流を考え地理的中央に配したと考え
られる。
２．韓国企業の進出
韓国は，回線数が2,000万回線を超え，世界第８位の通信施設保有国になっ
た。電子式交換機ＴＤＸの開発にも成功しており，現在これを国内利用だけ
でなく，海外へ輸出している。また，1995年には放送と通信のいずれにも使
える衛星を打ち上げ，国際通信にも利用しようとしている。
韓国の情報通信企業は，一般通信事業者として韓国通信とＤＡＣＯＭの２
社，特定通信事業者としては，韓国移動通信，韓国港湾通信，新世紀移動通
信の３社がある。また，研究機関としては，通信開発研究院，韓国電子通信
研究所などがある。
韓国の情報通信企業の海外進出は，ＴＤＸ交換機の輸出を軸に行われてお
り，輸出対象国の通信網や通信システムの設計，そうした技術者の養成，現
地の様々な利用環境の相違に対するＴＤＸ交換機の改良，導入時の資金援助
を行っている。また，ベトナム，フィリピン，インドネシアの諸国は通信網
の近代化や通信事業の民営化を計っており，こうしたビジネスチャンスに韓
国企業が進出できるように，ウルグアイ・ラウンドなどを通して政府として
交渉を続けている。
韓国の情報通信企業の中国への進出は，1992年の北京での情報通信機器の
展示会に韓国通信とＤＡＣＯＭ社が出展して以来，表７に示すような合弁企
業設立や海底ケーブルの共同事業の契約が結ばれ，急速に進んでいる。
これは，韓国の技術レベル，資金力が世界進出可能なレベルになってきた
ことと，朝鮮民族が中国国内にかなりいることが，こうした進出を活発化さ
－１６－








